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プロに聞く

経営相談室

　使用者が、労働者に対し、（₁）労働時間を延長
して時間外労働をさせた場合、（₂）休日労働をさ
せた場合、（₃）深夜の時間帯に労働をさせた場合、
労働基準法の定めにより、通常の賃金に一定の割増
率を乗じた割増賃金を支払わなければなりません。
　これは、労働者への補償と時間外、休日、深夜労
働の抑制という目的があります。

　割増賃金を支払う場合については₃つあります。
　時間外労働に対する割増賃金、休日労働に対する
割増賃金、深夜労働に対する割増賃金の₃つです。
今回は改正論点に絞り、時間外労働に対する割増賃
金に着目して説明しようと思います。
　時間外労働に対する割増賃金
　ア　時間外労働とは
　時間外労働とは、₁日₈時間又は₁週の法定
労働時間40時間を超える労働のことをいいます。
　中小企業の企業担当者様とお話をしていると、
₁日₈時間については、時間外労働として認識
し、割増賃金を支払っているが、週40時間を超
える時間外労働については、認識せず、その分
について支払っていないという企業様が散見さ
れますので特に注意が必要です。
　例えば、労働者が月曜日から土曜日まで₁日

₈時間、週₆日働いた場合、週の合計労働時間
は48時間となります。この場合、40時間を超え
た₈時間分の労働は、原則として時間外割増賃
金の対象となります。
イ　時間外労働の割増率
　時間外労働の割増率は25％以上としなければな
りません（時間外労働月60時間超の場合は後述）。
　労働契約により予め決められた給与は、通常、　
所定労働時間に対する給与ですので、時間外労
働をした場合、「時間外労働をしたことによる
給与」と「25％以上の割増率を加えた手当」を
支払うべきことになります。
　例えば、₁時間当たりの給与が1,000円の労
働者が、₁時間の時間外労働をした場合、その
₁時間に対して、₁時間当たりの給与1,000円
に25％分以上（250円以上）を加えた1,250円以
上を支払わなければなりません。

Ｑ．令和₅年₄月に労働基準法の改正があったと聞きました。
　　その中でも割増賃金の改正について教えて下さい。

Ａ．中小企業も大企業と同じく時間外労働の割増率が50％に引き上げら
　　れました。
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